


様式第５号（第５条関係）

政務活動事業実績報告書

議員氏名 新井 巧

飯能市議会政務活動費の交付に関する規則第５条第２項の規定により、令和４年度

政務活動費に係る事業実績報告書を次のとおり提出します。

月 日 事 業 名 事 業 概 要 及 び 成 果 等

2022年４月

～2023年３月

2022年４月

～2023年３月

2022年6月

～2022年７月

同年９月19日

同年10月2日

同年10月９日

同年11月13日

同年12月14日

同年12月

事務所費

その他の経費

資料購入費

広報事業

広報事業

広報事業

広報事業

広報事業

広報事業

広報事業

１２ヶ月分の家賃を日本共産党飯能市議団３名で按

分して支払った。

プリンターインク、コピー代、コピー用紙

必要な図書等資料を購入した。

６月議会報告を２，５００部作成し、戸別配布及び新

聞折り込み等により配布した。

市民会館において３人の議員の議会報告並びに2023

年度予算編成に向けての市政学習会を開催した。

2023年度予算要求に向けて、党議員団の要望案を報

告し、懇談した。

原市場地区行政センターにおいて、９月議会の報告

会を行った。

原市場地区行政センターにおいて、９月議会や地域

要望について、報告、懇談会を行った。

原市場地区行政センターにおいて、１２月議会の報告

会を行った。

１２月議会報告を５，５００部（２種類）作成し、戸別配布

及び新聞折り込み等により配布した。



(注) 使途基準の項目別に記載すること。

2023年１月10

日

同年2月4日

同年2月12日

同年2月１９日

研修事業

広報事業

広報事業

研修事業

自治体問題研究社が開催した「デジタル改革と自治体

の個人情報保護条例のゆくえ」と題する録画講義を受

講した。

国のデジタル改革の狙いと個人情報を企業が設けの

ために活用する動きが始まっており、地方自治体は、し

っかりとした対応を求められていることが理解できた。

原市場地区行政センターにおいて、議会報告会及び

地域要望で担当課と懇談した内容等の報告会を行っ

た。

吾野地区行政センターにおいて、１２月議会報告及び

地域懇談会を実施した。

埼玉自治体問題研究所が浦和で開催した地方自治体

フォーラム県民講座に参加した。

自治体ＤＸをめぐる県内の状況や問題点、課題などが

報告された。また、県内の個人情報保護条例をめぐる

動き等も明らかになった。


